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      平成２9年度 
  地域密着型金融、金融仲介機能の取り組み状況 
      ～金融仲介機能のベンチマーク～ 
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 中期経営計画におけるテーマ・基本方針 

 平成２９年度は、中期経営計画の最終年度として、「地域との共生」をテー
マとし、「地域の未来を共創する信用金庫」を基本方針として掲げ、地域のお
客さまとともに新たな価値を創造し、創業の精神である“共存同栄”の実現に
向けて取り組んでまいりました。 
 
 こうしたなか、平成２８年９月に金融庁から、「金融仲介機能のベンチマー
ク」が公表されました。当金庫では、「金融仲介機能のベンチマーク」を活用
し、金融仲介機能に向けた取組内容や結果を公表することで、さらなるサービ
スの発展、向上に取り組んでまいります。 
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地域のお客さまとのリレーション強化 

 当金庫は、何よりもまずお客さまとの接点を増やし、そこからお取引いただくお客さまを増やしていくことが重要と考えています。
当金庫の強みでもある“Face to Face”を最大限に発揮し、お客さまとの関わり合いのなかから、ご要望や事業の課題などをお聞きし、
課題解決を図っていくなかで積極的に金融サービスを提供してまいります。 

地域事業者との取引状況 

※定義 

・多摩地域で営業店が所在し、その近隣地域を含む 

 23市町村および埼玉県南西部地域で営業店が所在する 

 6市町村における法人先、個人事業主の取引先数 

 

○地域別の取引先数（法人および個人事業主） 

○メイン取引（融資残高1位）先数、全取引先数に占める割合および融資残高 

※定義 

・メイン先数は、決算データを取得している法人先  

 で融資残高が1位の取引先数 

・H29年3月の決算データ取得先数：7,499社 

・H30年3月の決算データ取得先数：7,640社 

○メイン取引先のうち経営指標が改善した先数および融資残高 

※定義 

・経営指標等が改善した先とは、売上金かつ営業利益 

 が前期決算より増加した先、および就業者数が増加 

 した先 

H29.3.31 H30.3.31 増減数

12,125社 12,275社 150社

多摩地域の取引先数 9,091社 9,095社 4社

埼玉県南西部地域の取引先数 2,546社 2,542社 △4社

その他 488社 638社 150社

取引先数

H29.3.31 H30.3.31 増減数

メイン取引先数 3,532社 3,351社 △181社

全取引先数に占める割合 29.1% 27.3% △1.8%

メイン先の融資残高 1,337億円 1,560億円 223億円

H29.3.31 H30.3.31 増減数

経営指標等が改善した先数 1,572社 1,503社 △69社

経営改善した先の融資残高 692億円 843億円 151億円



4 

お客さまのライフステージに応じた取り組み状況① 

 当金庫は、お客さまのライフステージに応じた支援を外部機関や専門家と連携し、これから創業しようとする方から、次なるステッ
プに向けて新たな販路開拓先を紹介するマッチングサービス、また経営改善・事業再生に向けた支援、その他事業承継に関することま
でさまざまな課題解決に向けて積極的に取り組んでいます。 

地域事業者のライフステージに応じての支援 
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②成長段階における支援 

（ビジネスマッチングによる 

販路開拓支援等） 

③経営改善・事業再生 

支援 

④事業承継支援 

創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期 

○ライフステージ別の与信先数および融資額（平成29年度末） ※定義 

・決算データを取得している法人先 

・創業期…創業5年以内 

・成長期…売上高平均で直近2期が過去5期の120％超 

・安定期…売上高平均で直近2期が過去5期の 

     120～80％ 

・低迷期…売上高平均で直近2期が過去5期の80％未満 

・再生期…貸付条件の変更または延滞がある期間 

 

全与信先 創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期

与信先数 7,640社 404社 750社 5,310社 656社 520社

融資残高 2,332億円 84億円 324億円 1,286億円 86億円 552億円
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お客さまのライフステージに応じた取り組み状況② 

 当金庫は、創業をお考えの方への支援を積極的に行うことが地域の活性化に繋がるものと考えています。本店所在地のある青梅では、
青梅市・青梅商工会議所と連携して“おうめ創業支援センター”を共同で運営し、相談員として職員の派遣や金融支援などを合わせて
行い、創業を目指す方へのサポートを実施いたしました。また、西多摩地域のプロジェクトに特化した「FAAVO西多摩」と連携し、
今まで事業化に踏み切れなかった商品や企画などを掘り起こし、新たな資金調達手段として、“クラウドファンディング”による支援
なども行っています。 

 

創業・新事業支援 

※定義 

・創業融資の件数、日本政策金融公庫との協調融資、“おうめ創業支援センター”を 

 活用して開業に至った件数の合計 

○創業の件数 

※定義 

・当金庫を通じてクラウドファンディングを利用した実績 

○当金庫が関与したクラウドファンディングの実績（平成27年度からの累計実績） 

※「クラウドファンディング」とは… 

企業や個人の方がインターネットを通じて不特定多数の 

第三者から小口の資金を集める仕組みのことを言います。 

  

H29.3.31 H30.3.31 増減数

当金庫が関与した創業件数 60件 88件 28件

実行件数 目標金額 支援者数

当金庫が関与したクラウドファンディングの件数 9件 9,500千円 780名

目標達成件数 調達金額

8件 10,574千円
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お客さまのライフステージに応じた取り組み状況③ 

 当金庫は、お客さまの商談や連携等のサポートを目的に『あおしんビジネス支援マッチング大会』を平成１５年より毎年開催して
います。販路拡大や経営課題の解決に向けた企業交流の場として毎回多くのお客さまにご活用いただくなかで、ビジネスチャンスの
創出と新たなネットワークづくりの機会を提供しています。 

 この他にも多摩信用金庫と連携し、共同で多摩地域の卸・小売業、食品製造業などの販路拡大を目的に『多摩の物産＆輸入品商談
会』の開催や、多摩信用金庫、西武信用金庫、各自治体、商工会、商工会議所等と連携し、製造業を対象にした『たま工業交流展』
なども毎年開催し、地域の事業者の方々への販路開拓支援を行っています。 

成長段階における支援 ～販路開拓支援～ 

※定義 

・あおしんビジネス支援マッチング大会、多摩の物産＆輸入品商談会、いつでもマッチング 

 サービスにより、お取引先企業が新たな受注契約に繋がった件数 

○第17回あおしんビジネス支援マッチング大会の開催実績（平成29年度実績） 

 平成29年10月18日にフォレスト・イン昭和館で開催した「第17回あおしんビジネス支援マッチング大会」では、地域経済を担う中
小企業・小規模事業者の皆さまが様々な課題を抱えるなかで、「創業と変革・地域活性化」～出会いから新たな一歩へ～をテーマと
して掲げ、創業をはじめ事業承継に至るまでの様々な相談や販路開拓に繋がる商談の機会を連携機関とともに提供いたしました。 

○ビジネスマッチングの成約件数 

“第17回あおしんビジネス支援マッチング大会”の様子 
参加企業数 出展企業数 商談件数 来場者数

365社 99社 177件 730人

H29.3.31 H30.3.31 増減数

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞの成約件数 24社 26社 2社
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お客さまのライフステージに応じた取り組み状況④ 

 お取引先企業の抱える経営課題の解決を図るために国の制度である「中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業（ミラサ
ポ）」等を活用し、外部機関や専門家との連携などにより、お客さまに対する経営改善支援に積極的に取り組んでいます。 

経営改善・事業再生支援 

※定義 

・「中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業（ミラサポ）」、東京都商工会連合 

 会の外部専門家派遣、よろず支援拠点を活用した先数 

○外部専門家を活用して本業支援を行った取引先数 

○中小企業再生支援協議会を活用した取引先数 

※定義 

・中小企業再生支援協議会とは、中小企業の事業再生に向けた取り組みを支援するため、産業競争力 

 強化法に基づき、都道府県ごとに設置されている公的機関。この協議会を活用した先数 

○貸付条件の変更を行っている中小企業の経営改善計画の進捗状況（平成29年度末） 

※定義 

・決算データを取得している法人取引先で条件変更を実施している先 

・進捗は売上高平均で直近2期と過去5期を比較して抽出 

・好調は120％超、順調は80～120％、不調は80％未満 

“東京都よろず支援拠点”相談会の様子 H29.3.31 H30.3.31 増減数

外部専門家を活用した先数 69社 57社 △12社

H29.3.31 H30.3.31 増減数

中小企業再生支援協議会を活用した先数 4社 6社 2社

条件変更の総数 好調先 順調先 不調先

条件変更先の進捗状況 520社 61社 361社 78社
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お客さまのライフステージに応じた取り組み状況⑤ 

 お取引先の経営状況と財務内容の改善を図ることを目的に、財務診断書を作成するサービスを行っています。損益計算書・貸借対照
表を分析し、キャッシュフロー等の改善点を提案するサービスを全店で取り組んでいます。 

 また、財務診断と合わせて、中小企業の事業承継への取り組みを支援するために、決算書の分析による自社株評価サービスを行って
います。 

財務診断サービス、自社株評価サービス（事業承継支援） 

○財務提案書による提案活動を行っている取引先数 

○決算書の分析による自社株評価サービスの提案を行っている取引先数 

H29.3.31 H30.3.31 増減数

財務提案書の提案を行っている先数 2,101社 2,218社 117社

H29.3.31 H30.3.31 増減数

自社株評価の提案を行っている先数 339社 296社 △43社
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事業性評価に基づく融資等の取り組み状況 

 ご融資に際しましては、お取引先企業の財務内容のみならず、事業内容を十分に理解し、担保・保証に必要以上に依存することなく、
成長可能性や事業の将来性を踏まえて対応するよう努めています。 

事業性評価に基づく融資等の取り組み 

○事業性評価に基づく融資を行っている与信先数及び融資額、全与信先に占める割合 

※定義 

・事業性評価検討シート及び定性情報管理シートをもとに 

 当該企業の事業性を評価し、その課題解決や与信支援を 

 継続して実施している先数及び融資残高 

目利き力向上に向けた取り組み 

 事業性評価に基づく融資等の取り組みを行うには、お取引先企業の成長可能性や事業の将来性などを見極める目利き力が必要となり
ます。当金庫では、さまざまな研修を通して目利き力向上に向けた取り組みを行っています。 

✔平成28年度においては、女性職員の活躍促進を図ることを目的に、お取引先企業の協力のもと、決算書の分析と合わせて実際に 

 製造現場の視察を通して学ぶ「女性版実践的目利き能力向上研修」を実施しました。 

✔平成29年度においては、少子高齢化が進展するなかで市場拡大が見込まれる「介護サービス業」に焦点を当て、お取引先企業の  

 経営者を招聘し、庫内中小企業診断士によるパネルディスカッション方式で、実務に基づいた業界知識など普段の営業活動では 

 知ることのできないような知識やノウハウを学ぶ「経営者から学ぶ事業性評価能力向上研修(介護サービス業編)」を実施しました。 

 さらには、平成28年度に引き続き、女性職員の活躍促進を図ることを目的に、不動産業を営む経営者が講師となり、業界の基礎  

 知識や実際の建築現場を訪問するなどしてノウハウを学ぶ「女性版実践的目利き能力向上研修」を実施しました。 

✔上記以外にもファイナンシャル営業（※融資を主体として活動する担当者）を対象に業績向上を望むお取引先企業へ外部専門家 

 と同行訪問し、商流分析や従業員等ヒアリングからの課題抽出、実践的なアドバイス手法を学ぶ「高度実践型支援人財育成研修 

 （通称：『虎の穴研修』）などの集合研修も継続して実施しています。 

H29.3.31 H30.3.31 H29.3.31 H30.3.31

全与信先に占める割合 0.8% 1.5% 6.2% 8.4%

先数 融資残高

115社 197億円
事業性評価に基づく融資を行っている

与信先数及び融資残高
61社 132億円
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コンサルティング機能の取り組み状況 

コンサルティング能力の強化 

 地域のお客さまの発展に貢献するためには、職員一人ひとりのレベルアップを図っていくことが求められます。当金庫では職員の 

公的資格の取得を奨励し取り組んでいます。 

○主な公的資格取得者数 

CFPはFP1級、AFPはFP2級に
含む。複数保有者は複数カウント 

中小企業診断士 社会保険労務士 宅地建物取引士
FP技能検定士

1級

FP技能検定士

2級

その他

（行政書士他）
合計

H29.3.31 5名 4名 69名 15名 311名 6名 410名

H30.3.31 5名 4名 68名 15名 315名 7名 414名

 平成29年度の公的資格取得において、運用部門を担う職員が「証券アナリスト」の資格試験に合格しました。同資格は現職員は
初の取得となります。日銀のマイナス金利の影響等により厳しい市場環境が続いていますが、このような資格取得を通じてレベル
アップを図り、金融機関の職員として専門性を発揮できるよう、今後も全役職員が自己啓発に努めてまいります。 

～コンサルティング課の新設～ 

 平成30年1月に「コンサルティング課」を営業推進部内に新設し、企業のライフステージに応じた付加価値の高い課題解決策
（創業支援、成長支援、経営改善支援・事業再生支援、事業承継支援等）を提案し、課題解決の実効性を高めるために外部機関 

との連携を一層強化して提案力の高度化に取り組んでまいります。 

【コンサルティング課の取り組み】 

 ✔新たに「事業性評価推進ミーティング」の場を設け、庫内中小企業診断士がアドバイス等を行い、今まで以上に事業性評価 

  の推進を図っていく態勢としています。 

 ✔私たちのお取引先である中小企業の多くが後継者に対する課題を抱えており、外部専門機関、専門家と連携を強化して、   

  事業承継対策への支援に取り組んでまいります。 

 ✔営業店職員の能力向上を目指して、年間を通じて様々な勉強会や研修を実施してまいります。 

 

  


